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1 企業経営・情報処理技術活用の方向性

1-1 社会・競争環境の影響認識（リスクと機会）

当社を取り巻く事業環境

事業ポートフォリオ

エンジニア人材派遣を主軸に、BI/AI・データ分析、DX・IT 運用支援、IT 人材育成・
エージェントの新規事業を展開。

機会

クラウド・SaaS・生成 AI の進化と、中堅・中小企業の人材不足・DX 内製化ニーズの
高まりは、当社にとって大きな事業機会。

リスク

従来型の人月ビジネスへの依存を続けることが、競争力低下につながると認識。

AI コーディングエージェントによる変化

AI コーディングエージェントの実用化により、ソフトウェア開発の生産性と品質の
あり方が大きく変化しています。

開発者の二極化

「AI を活用しより少ない工数で高い価値を生み出せる開発者」と「従来通りの開発ス
タイルの開発者」の差が拡大。

派遣会社としての位置付け

最も注視すべき機会でありリスク。
「全社員が AI 駆動開発を扱える」「自社業務・お客様の DX へ還元」を転換の中核に
据える。
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1 経営ビジョンとビジネスモデルの方向性

1-2 経営ビジョン ／ 1-3 ビジネスモデルの方向性

経営理念 お客様の事業の価値向上（PLUS VALUE）と未来の社会の発展に寄与する。

経営ビジョン エンジニアと企業の成長を通じて、中堅・中小企業の“DX の手前”を支えるパートナーになる。

1 エンジニア人材派遣＋先端 IT ソリューションの高度化

Java・クラウド・データ基盤などの開発／運用案件を中心に、BI・AI・データ分析、
内製化支援への参画比率を高め、派遣事業自体の付加価値を向上。

2 DX・IT 運用支援サービスの拡大

社外情シス、IT ヘルプデスク、IT 資産管理、業務可視化・自動化など、
企業の「DX の前段階」を支えるサブスク型サービスを展開。

3 IT 人材育成・エージェントとの連携

社会人向けリスキリング・エンジニア育成と IT エージェント事業を連携。
企業・エンジニア双方のキャリアと DX を支えるエコシステムを構築。

4 自社 DX 基盤の強化

案件・営業・採用・教育・経営管理データを統合し、BI ダッシュボードで見える化。
迅速な意思決定と事業ポートフォリオの最適化。
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2 DX 戦略の 3 本柱と AI 駆動開発（横串）

2-1 3 本柱を「AI 駆動開発」が貫く構造

1

社内業務のデジタル化・標準化

案件管理・営業・採用・勤怠・経費・教育など
を社内 DB とワークフローで一元管理。
紙・メール・個人 Excel 依存を段階的に削減し
、価値創出の時間を増やす。

2

データドリブンな経営・事業運営

売上・粗利・稼働率・採用 KPI・広告効果・ス
キル・案件情報を統合し BI で可視化。
事業別／顧客別／チャネル別の収益性・リスク
をタイムリーに把握。

3

DX 人材・サービスの継続的な創出

データ分析・自動化・生成 AI のスキル研修を通
じ、DX 課題を提案・実行できる人材を育成。
社外情シス・RPO・AI/BI 等の新サービスも拡充
。

3 本柱を貫く全社共通の取組 ─ AI 駆動開発

AI コーディングエージェントを活用した開発・業務システム構築を全社推進。
社内ポータル／データ基盤の構築に実適用し、その実践知を全社員へ展開。
開発生産性とお客様の DX 支援品質の両方を向上。
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2 DX 戦略（データ活用の具体策）

2-2 どのようなデータを、どのように活用するか

1. 社内業務のデジタル化・標準化

• 案件／契約／稼働／請求を一元管理し売上・粗
利・稼働率を自動集計

• 採用・広告データを紐づけ媒体別 ROI を定期評
価

• スキル／経験／単価等を構造化し配属・要員計
画・評価の根拠へ

• IT ヘルプ／問い合わせを蓄積し FAQ 化・自動化
対象を抽出

2. データドリブンな経営・事業運営

• Tableau と社内ポータル／DB を連携し主要指標
を 1 ダッシュボードへ

• 経営会議・各事業部会の意思決定に活用

• スキル／資格／案件履歴を整備し配属・教育計
画へ

• 顧客ごとの IT 資産／問い合わせ／業務フローを
蓄積し改善提案へ

3. DX 人材・サービスの継続的な創出

• 業務環境／業務データを学習素材に業務設計・
DB・BI 連携の PoC を実施

• 生成 AI で資料作成・コードレビュー・問合せ対
応を効率化

• うまくいったものから本格導入し社内外の DX 
サービスへ展開

【AI 駆動開発の実例】 社内ポータル／データ基盤／Tableau 連携の構築
要件定義〜テストの各工程で AI コーディングエージェントを活用。
限られた社内リソースで短期間に約 25 画面規模の社内ポータルを構築・運用開始（2025 年 12 月〜、現在も機能拡張中）。
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3 推進体制・組織

DX 推進部を中心とした横断体制と、責任者・学びと共有のサイクル

DX 推進体制（経営企画機能のもと）

推進体制の責任者

DX 統括責任者 沓澤 寿子（代表取締役）

DX 推進部 リーダー 勝矢 洸太

DX 推進部 サブリーダー 小林 大輝

体制人数 3 名（専任）

DX 推進部

営業部 管理部
システム開発

事業部
コンサルティング

事業部

社内 DX と顧客向け DX サービスの両面を統括。
各事業部・パートナーと横断連携し、推進状況は定例経営会議で共有・見直し。

学びと共有のサイクル

1 社内技術交流チャネル

日常的に技術情報・事例・つまずきを交換する常設チャネル

2 月次の社内技術勉強会・交流会

AI 駆動開発を含む先端技術の知見・事例を共有（月 1 回・土曜開催）

3 社外勉強会への参加

平均週 3 回。学んだ内容を社内へ持ち帰り

4 社内への還元

社外で得た知見を社内勉強会・交流チャネルで還元する仕組み
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4 デジタル人材の育成・確保

全エンジニアが AI 駆動開発を扱える状態へ

DX 推進に必要な人材

先端 IT エンジニア

データ・BI 人材

DX・IT 運用コンサルタント

プリセールス

バックオフィス DX 推進人材

AI 駆動開発を扱える人材への重点的な育成施策

Skills/Rules テンプレート整備

利用ガイド・社内ルールを整備。
工程別（要件定義〜レビュー）・主要言語別（
Java/Python/PHP 等）の効果的な活用方法を社
内標準として共有。

月 1 回 社内技術交流会

AI 駆動開発を含む先端技術の知見・事例を共有
。
日常は社内技術交流チャネルで活発に情報交換
。

社外勉強会への参加

平均週 3 回の参加を奨励。
学んだ内容を社内へ持ち帰り共有する文化を醸
成。

高度活用の体系化

AI への指示・前提情報の構造化、消費コンテキ
スト最適化、自動レビュー連携といった高度活
用を社内で検証・体系化。
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4 Plus Value Lab “アベンジャーズ” プロジェクト

キャリアオーナーシップ経営 AWARD 2026 優秀賞 AWARD 2026 中堅・中小企業の部 優秀賞

“アベンジャーズ” とは

スキルアップしたい若手と、上流工程で活躍する上級エンジニ

アが自主的に集い学び合う実践共同体型の育成プロジェクト。

「ヒーローたちが集い仲間を救う」イメージからメンバー自身

が命名。Plus Value Lab の研究の一環として、25 歳の若手の

提案をきっかけに 2025 年 8 月に発足。

発足の背景となった課題

個々のスキル向上が
本人任せになりやすい

自社メンバー同士の
交流機会が限られる

帰属意識や学び合う文化を
醸成しにくい

上流工程へ挑戦する機会に
差が生まれやすい

プロジェクトの定量的な成果

37.5%
参加率

経営の指示によらず、社員の内発的動機で集結

100%
出席率

圧倒的な熱量を記録（任意参加にもかかわらず）

2025.8
発足

25 歳の若手エンジニアの提案をきっかけに始動
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4 アベンジャーズの設計思想と循環型育成モデル

実践共同体理論に基づく、内発的動機を尊重した育成エコシステム

実践共同体（CoP）理論の応用

ウェンガーの「実践共同体」理論をベースに
設計。
「管理されすぎると共同体は機能しない」と
いう考え方を取り入れています。

内発的動機の尊重

経営・マネジャー層があえて過度に介入しな
い設計。
“やらされ感”を排除し、社員の「学びたい」
という率直な動機による自律的なキャリア形
成を重視。

任意参加・年齢／年次不問

「スキルをシェアし上流工程へ挑みたい」想
いを持つメンバーが年齢・年次を問わず任意
で集結。
経営側は環境提供に徹する。

循環型育成モデル ─「若手 → ヒーローズ → 次世代のヒーローズ」

1 若手エンジニア

学びたい・成長したい意欲を持つメンバー
→

2 ヒーローズ

上級エンジニアと共に学び、上流工程に挑戦
・スキルを獲得

→
3 次世代のヒーローズ

獲得した技術を次の若手へ継承。持続的な組
織成長へ
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4 基礎研修・支援制度・採用

段階的な育成と外部からの獲得

基礎エンジニア研修

Java・Python・DB・Linux・Web 開発を中心とした基礎研修。

DX カリキュラム

BI ツール・データモデリング・業務可視化・自動化（ノーコード／ロー
コード）、生成 AI 活用等を順次取り入れ。

資格取得支援・研修補助

資格取得支援・研修受講費用補助・社外勉強会参加支援を整備し、評価
制度と連動。

中途・リファラル採用の強化

IT エージェント事業で得た市場動向をもとに、必要な DX 人材を外部か
らも積極的に獲得。
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5 IT システム環境整備の具体的方策

社内ポータル・データ基盤・Tableau 連携・セキュリティ・投資計画

生産性向上・データ活用基盤

• 案件・営業・採用・勤怠等を社内ポータル
へ統合し二重入力・属人化を削減

• 社内ポータルは 2025 年 12 月構築開始、現
時点 約 25 画面規模で順次運用（拡張中）

• ポータルと Tableau／DB を接続し主要指標
を一元可視化

• 構築に AI 駆動開発を実適用。工程別／言語
別テンプレートで実現

• 社外情シス／DX 支援でも IT 資産・問い合
わせ管理基盤を共通整備

セキュリティ対策・運用基盤

• クラウド中心のゼロトラスト志向基盤を導
入済。ID・アクセス／データ保護／ログ管
理を継続運用

• 業務端末のエンドポイント対策（EDR／
MDM 等）を順次強化

• SECURITY ACTION 二つ星の自己宣言を行
い基本動作を全社徹底

DX 投資計画・レガシー対応

• IT 投資は年度予算で別枠確保し、データ基
盤／セキュリティ／業務 SaaS／人材育成へ
重点配分

• 業務システムは原則クラウド／SaaS ネイテ
ィブで構成し大規模オンプレを抱えない

• 個別ツール・属人化 Excel は段階的に解消

• 中期経営計画に IT 投資の方向性を明示し複
数年度で整理・公表予定
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6 KPI（戦略の達成度）

財務／効果／進捗の 3 区分でモニタリング

① 企業価値創造に関する指標

（財務系指標）

• DX/IT 運用支援、BI・AI・データ分析、IT 
人材育成／エージェントの売上構成比（前
年度比）

• エンジニア人材派遣事業における平均粗利
率・稼働率（前年度比）

② DX 戦略による効果指標

（効果指標）

• 社内ポータル／ BI ツール連携による主要プ
ロセスの処理時間削減率

• DX/IT 運用支援サービスの導入社数（前年
度比）および継続率

• 紙・押印を前提とした業務プロセス件数の
削減率

• AI 駆動開発を実適用した社内開発プロジェ
クト数

③ 計画進捗を評価する指標

（進捗指標）

• DX 関連研修・勉強会の開催回数と延べ参加
者数

• DX 案件・PoC 件数（社内／社外）の実施
数

• DX 人材と定義した職種の人員数

• AI 駆動開発対応の社内 Skills/Rules 整備工
程数・対象言語数
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6 KPI（主要目標・3 か年）

3か年数値目標

バックオフィス業務の年間削減時間割合（％）

効果

2025年当時

0%

1 年後

-15%

3 年後

-50%

AI 駆動開発を扱えるエンジニア比率（％）

進捗

20%

1 年後

50%

3 年後

95%

新規事業（DX 関連）の売上構成比（％）

財務

0%

1 年後

30%

3 年後

50%

年間 DX/IT 投資（売上比 ％）

財務

~3%

1 年後

4%

3 年後

5%

2025年当時

2025年当時

2025年当時
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7 経営者による対外発信

代表取締役による「価値創造ストーリー」の発信

発信媒体・方法

媒体

自社 Web サイト上の「ニュース」欄

発信主体

代表取締役名義（役職・氏名明記）

頻度・対象

定期的に発信。
ステークホルダーとの対話を目的に継続発信し、DX 戦略
の方向性と実行状況を共有。

発信内容（価値創造ストーリー）

1 経営ビジョンの意図と背景

「中堅・中小企業の“DX の手前”を支えるパート
ナーになる」というビジョンの意図と背景。

2 DX 戦略の方向性

派遣事業で培った現場力と、IT 運用支援・人材
育成・エージェント事業の組み合わせで、お客
様が一歩目を踏み出しやすい DX の土台をつく
る。

3 社内 DX の進捗と AI 駆動開発

社内 DX の進捗、AI 駆動開発の全社共通基盤化
、社内ポータル・データ基盤の構築実績、新サ
ービスのリリース状況。

4 KPI の推移と振り返り

上記に関する KPI の推移と、半期ごとの振り返
り・次の施策。
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8 経営者主導での課題把握

経営者のリーダーシップの下、二つの方法で課題把握を実施

IPA「DX 推進指標」による自己診断

IPA が公開する「DX 推進指標」を活用し、経営層を交えた自己診断を実施して
います。

実施方法

代表取締役主導のもと、経営企画機能および各事業部門の責任者と議論し、現状
値（自社の認識）と目標値（3 年後のあるべき姿）を整理。

提出

診断結果は IPA の自己診断結果入力サイトより入力・提出済。

代表取締役と DX 担当者間の継続的議論

自己診断に加え、代表取締役と DX 担当者間で以下を継続的に議論しています。

議論の対象

• 社内 IT の現状

• 直近の課題

• サイバーセキュリティ上の懸念

• 新規 IT 投資の優先順位

• AI 駆動開発の社内推進状況と次に着手すべき領域

フィードバック：議論の結果は DX 推進部を通じて関連部門へ展開し、年度の IT 投
資計画や DX 戦略の見直しに反映する仕組み。
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9 サイバーセキュリティ対策

多層防御の全体像と、緊急時対応（DRP）・バックアップ方針

SECURITY ACTION 二つ星 自己宣言 情報セキュリティ基本方針を策定・公開し、年次の自社診断と経営層への報告・改善サイクルを運用。

多層防御マッピング

組織・ガバナンス SECURITY ACTION 二つ星／基本方針／年次自社診断／経営層報告

ID・アクセス ゼロトラスト志向のアクセス制御／ ID・アクセス管理

エンドポイント EDR・MDM／端末の対策強化

データ データ保護／ログ管理／バックアップ（SaaS 標準機能に準拠）

クラウド／NW クラウド・SaaS 基盤のセキュリティ運用・監視

インシデント対応 緊急時対応フロー（DRP）／ DX 推進部を窓口とした初動

緊急時オペレーション（DRP）

1 検知・通報

2 DX 推進部へ連絡（初動）

3 封じ込め・影響範囲の特定

4 経営層・関係者へ報告

5 復旧

6 再発防止・周知

バックアップ方針：クラウド／SaaS ネイティブ構成のため、各
SaaS 事業者の標準バックアップ機能に準拠。

DX への取り組み 16 / 17



本資料のまとめ

当社 DX への取り組みの全体像

経営ビジョン

「中堅・中小企業の“DX の手前”を支えるパートナ
ー」を掲げ、技術と人材と組織の三位一体でお客
様の DX 基盤づくりを支援。

DX 戦略 3 本柱 ＋ AI 駆動開発

「デジタル化・標準化」「データドリブン経営」
「DX 人材・サービス創出」を AI 駆動開発が全社
共通で貫く構造。

推進体制・人材育成

DX 推進部を中心とした横断体制と「学びと共有の
サイクル」、若手発案の実践共同体『アベンジャ
ーズ』で組織技術力を底上げ。

IT 環境整備の実績

社内ポータル／データ基盤／Tableau 連携を AI 駆
動開発で構築。2025 年 12 月より約 25 画面規模で
運用開始、機能拡張を継続。

KPI による経営者主導の運用

財務／効果／進捗の 3 区分で KPI を設定し半期ご
とに見直し。AI 駆動開発の推進状況も継続的に議
論。

サイバーセキュリティ

SECURITY ACTION 二つ星の自己宣言、基本方針
の策定・公開、年次自社診断と経営層への報告・
改善サイクルを運用。

お客様の事業の価値向上（PLUS VALUE）と、未来の社会の発展に寄与する。

当社は、AI 駆動開発の実践知を全社員に展開し、社内 DX の推進と、お客様の DX 支援サービスの提供品質向上を一体的に進めてまいります。

株式会社プラスバリュー 代表取締役 沓澤 寿子
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お客様の事業の価値向上と、未来の社会の発展に寄与する。

株式会社プラスバリュー
PLUS VALUE INC. | 2026 年 5月 発行

DX 認定制度 申請内容に基づく当社の DX への取り組みを公表したものです。
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